
 は じ め に

　2020年，東京で 2度目の夏季オリンピックが開催されます。1度目が開催さ

れたのは，1964年のことでした。その頃の日本は，第二次世界大戦後の荒廃

から復興し，高度成長期の真っただ中にありました。オリンピックの開催に合

わせて，東海道新幹線や東京モノレール羽田線が開通し，首都高速道路も整備

されました。このような交通基盤の建設・整備は，当時の政府が高度経済成長

を支えるために積極的に行っていた公共事業の中でも，時代の象徴となる重要

なプロジェクトでした。

　あれから 50年以上が経ち，東海道新幹線は 50歳を過ぎ，首都高速道路にも

老朽化が目立つようになりました。この半世紀の間に，日本経済は高度成長期

から低成長期へと移行し，直面している課題も大きく変化しました。それに歩

調を合わせるかのように，政府の経済活動の内容を示す予算の内訳も変化して

きました。公共事業関係費が中央政府の一般会計歳出予算に占める割合は，

1965年度は 20％でしたが，2015年度は 6％です。政府が公共事業に費やす予

算の割合は，ずいぶんと小さくなったことがわかります。一方，年金，医療，

介護などを国が支えるために費やす社会保障関係費が一般会計歳出予算に占め

る割合は，1965年度の 14％から 2015年度の 33％へと，大きく伸長しました。

政府の経済活動が，人々の要望にある程度応えているとするならば，このよう

な数字の変化は，人々が政府に期待する役割が，以前とは異なってきたことを

表しています。

　私たちは，日々，テレビ，新聞，インターネットなどで，政府に対する期待

と批判の言論を目にし，耳にします。私たちにとって，政府はそれほど「頼り

にしたい」存在なのでしょう。1人ひとりの国民は「納税者」でもありますか

ら，国民が納めた税を使って経済活動を行う政府が，国民のためになる行動を

とってくれることを期待し，そこから逸脱する行動をとったときに批判するこ

とは，当然のことなのかもしれません。

　「納税者」としての国民が，政府の行動を評価しようとするときには，その

良し悪しを測るなんらかの物差しが必要となります。ところが，新聞の朝刊を

ちょっと開いてみただけで，識者によって言っていることが違うことに気がつ
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きます。たとえば，消費税増税の問題を 1つとっても，どうも識者の中には賛

成する人と反対する人がいるらしい，ということがすぐにわかります。双方の

意見の内容を知れば知るほど，どちらが言っていることも正しく思えてきます。

このように，政策について深く学び，政府の経済活動をよく理解したいと思う

者がもっとも戸惑うのは，政策を評価するために必要な物差しがみつからない，

あるいは物差しをみつけられたとしても，たくさんありすぎて，どれを使って

いいのかわからない，ということではないでしょうか。

　本書『私たちと公共経済』は，政策を評価する際に使える，しっかりとした

目盛を刻んだ物差しを，読者に提供することを目標として書かれた本です。大

学で，あるいは社会に出てから政府の経済活動について学ぼうとする人はもち

ろん，政策を企画・立案・実行する立場にある人，あるいはそのような職業を

選択しようとしている人が，「望ましい政策は何か」，「実際に行われる政策が，

なぜときどき，そこから逸脱するのか」，「望ましい政策が実行される社会をつ

くっていくために，私たちはどのように行動すればよいのか」ということを考

える際に重要となるポイントを提示しています。経済学や数学についての知識

があまりなくても，関心を持って読み進められるように，数式をできる限り使

わないようにしています。そして，読者が読みやすく理解しやすいように表現

を工夫しながらも，読者にとって納得のいく政策評価の基準を示すという目的

を果たすために，論理的で明瞭な記述を心がけています。

　本書のもう 1つの特徴は，政府を，自分の欲望を持ち，合理的な計算を行い

ながら行動する人間によって構成される組織としてとらえていることです。政

府はなぜときどき国民の期待を裏切るのか，という点について深く考えるため

には，政府を形づくる人々（政治家や官僚）と，これらの人々の利害に密接に

関わっている人々（利益団体や，有権者としての国民）の行動の意図についての

理解が欠かせないからです。

　本書を読み進めるうちに，読者の皆さんは，政府も自分と同様に，経済の中

で生き生きと活動する人たちで構成されていることを実感するでしょう。彼ら

の行動原理は，案外自分と変わらないな，と思う人もいるかもしれません。あ

るいはひょっとしたら「やはり，政府は自分たちの利益が第一で，一般の国民

の利益は二の次なんだ」と失望する人もいるかもしれません。けれども，本書

が読者の皆さんに伝えたいメッセージは，「だから政治は変わらない」という
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ことでは決してありません。本書を最後まで読むことで，政治と政府を変えて

いく責任を担っているのは，いまこの時代を生きている有権者である国民 1人

ひとり，すなわち「私たち」であることが明らかになるはずです。私たちの政

府，私たちの社会を，私たち自身が正しく導いていくための物差しとして，本

書が信頼され，役に立つことができれば，著者としてこれほどうれしいことは

ありません。

　本書は，2人の著者が，それぞれが書いた原稿を持ちより，議論を重ねなが

ら作り上げたものです。完成までの過程で，有斐閣の担当編集者である尾崎大

輔さんと渡部一樹さんには，構成や表現について，とても重要な助言，ヒント

をいただきました。慶應義塾大学大学院の河田陽向さんには，第 7章の草稿に

対して的確なコメントをいただきました。また，井堀利宏先生，故石川経夫先

生，故清野一治先生，伊藤秀史先生，西條辰義先生，Antonio Merlo先生のご

指導があったからこそ，これまで学び続けることができました。ここに記して

感謝いたします。

2015年 6月

寺井 公子・肥前 洋一
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c h a p t e rp t e r

第1章

いま，どのような問題を抱えているのか？
政治・経済・社会

I N T R O D U C T I O NI N T R O D U C T I O N

　私たちは毎日のように，ニュースで「政府」という言葉を耳にしま
す。政府には，常に，私たち国民が安心して暮らすための政策を実行
することが期待されています。しかし，私たちは同時に，ニュースを
通して，政府が必ずしも国民の期待に沿った行動をとるわけではない
ことも知っています。
　この章では，まず「公共経済学」が，経済の中で政府に求められる
役割と，政府が必ずしも期待どおりの行動をとらない理由を学ぶ学問
であることを説明します。そして，本書の構成を簡単に把握したあと，
読み進むうえで重要ないくつかのキーワードを解説します。



1　「公共経済学」とは？

政府の借金

　日本の国および地方の長期債務残高が 1000兆円を超えました。国民 1人当

たりに直すと，おおよそ 800万円になります。この数字の大きさは，政府の活

動の規模を表すとともに，政府はなかなか借金を減らすことができないという

構造的な問題が存在することを示しています。

　図 1-1は，経済協力開発機構（OECD）に加盟している主な国々について，

政府債務残高の国内総生産（GDP）に対する割合（％）（これを「政府債務残高対

GDP比」と呼びます）の推移をグラフに描いたものです。政府債務残高対 GDP

比は，式で表現すると「政府債務残高（円）÷GDP（円）×100（％）」と書けます。

政府債務残高は，その国の政府がそれまでに行ってきた借金の累積額です。政

府の支出が収入を超えると，政府は借金をせざるをえません。それが毎年繰り

返されると，借金が積み重なっていきます。一方，GDPは，その国で一定期

間内（ここでは 1年間）に経済活動を通して生み出された付加価値の合計であり，

その国の経済が 1年間にどれだけ「お金になるもの」を生み出したかを表して

います（たとえば，2014年度の日本の GDPは 491兆円でした）。たくさん生み出し

ている国なら，借金が多くても返済することができるでしょう。したがって，

どれだけ借金を抱えているかではなく，それを GDPで割って，GDPの何倍
（もしくは何分の 1）の借金を抱えているかという形で表現したほうが，各国の

借金の深刻さを正確に比べることができます。私たちにとっても，「その国は，

その国が生み出せる『お金になるもの』の何年ぶんの借金を抱えている」とイ

メージできますので，金額で表現されるより借金の大きさを把握しやすくなり

ます。

「政府」って？

　図 1-1から，私たちは何を読み取ることができるでしょうか。1つは，一時

期を除いて，政府債務残高対 GDP比はほとんどの国で大きくなる傾向にあっ
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たということです。これは，家計（生計を共にする人たち〔家族など〕を経済学で

はひとまとまりとして家計と呼びます）と比べると不思議なことです。確かに，家

計も，仕事の都合で所得が減ったり，大きな買い物をするためにローンを組ん

だりして，借金をすることがあります。しかし，ほとんどの家計で所得に比べ

て借金の累積額が年々増え続けるということはありません。多くの家計は返せ

る範囲内に借金の累積額を収めようとします。政府と家計の違いはどうして起

こるのでしょうか。政府と家計では，お金の使い方が違うのでしょうか。そも

そも政府を運営し，お金を使っているのは誰でしょうか。私たちは，政府に関

わる人たちが，どのような行動をとる傾向があるかを，じっくり考えてみる必

要がありそうです。

　もう 1つ気がつくのは，日本の政府債務残高対 GDP比が，他の国に比べて

大きく伸びているということです。このことは，日本には他の国にない特別な

事情があることを示唆しています。それは何でしょうか。政府の収入（たとえ

ば国民や企業の所得や消費に対する税からの収入など）や支出（たとえば年金，医療，

教育，公共事業に関する支出など）は，家計の消費活動や企業の生産活動と深く

関わっています。そして，国全体で見た消費に使う金額の大きさや生産の規模
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図 1―1　政府債務残高対GDP比の国際比較C H A R TC H A R T

　（注） 　ここでの政府は一般政府（中央政府，地方政府，社会保障基金をあわせたもの）を指
しています。

　（出所）　OECD, Economic Outlook.
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は，その国の人口の規模とその年齢構成にも影響されます。日本の政府債務残

高対 GDP比の急伸は，日本の経済構造や，その基礎となる人口構造の変化を，

鏡のように映し出しているともいえます。私たちの経済や人口の構造は，いま

どのように変化しつつあるのでしょうか。また，それはどのような過程を通じ

て政府の収入と支出に反映されていくのでしょうか。

公共経済学が対象とするもの

　本書で学ぶ公共経済学は，経済において政府がどのような役割を果たすべき

か，政府はその役割をしっかり果たせるのかという問題を考えて，答えを見出

すための学問です。政府が期待される役割を果たすためには，お金が必要です。

そのために政府は，国民から税を集めています。しかし，最初に見たとおり，

政府は集めた税収を超えてお金を使い，そのために借金を積み重ねてきました。

このような支出は国民にとって，本当に必要なものだったのでしょうか。この

問題について考えるために，公共経済学は，政府を運営している人々（政治家

や官僚）や，運営はしていなくても政府と深く関わっている人々（利益団体な

ど）の行動に焦点を当てます。そして，経済を取り巻く環境が変わるとき，政

治家や官僚，利益団体の行動がどのように変化し，その結果，経済や一般の国

民の生活がどのような影響を受けるのかを考えます。このように，公共経済学

は，政府が果たすべき役割を指し示すと同時に，なぜ政府が期待される役割か

ら逸脱するのかを考えるためのヒントも与えてくれます。

　以上の問題を考える前に，この章では，そもそも経済とは何か，なぜ経済に

政府が出てくる必要があるのかを考えます。さらに，第 2章以降のストーリー

のあらましと，頻繁に出てくるキーワードをふまえておきます。

c h e c k p o i n t  1c h e c k p o i n t  1
□ 主要な先進国の政府は，これまで借金を積み重ねてきました。どうやら政
府には，借金をする傾向がありそうです。

□ 公共経済学は，政府のあるべき姿を示すとともに，現実に起こっている政
府の借金などの問題を解決する方法を探ります。
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2　経済とは？

　日々のニュースで「経済」という言葉を当たり前のように耳にしますが，そ

もそも経済とは何でしょうか。大きくて複雑であるため，とらえどころがない

ように思われる方々も多いと思います。そこで，あなたが無人島に漂着して 1

人で暮らしている状態を想像して，そこから島民の数を増やしていくという手

順で経済を理解していきましょう。

自 給 自 足

　いま，あなたは無人島に漂着し，1人で暮らしています。小説『ロビンソ

ン・クルーソー』の状態です。あなたはおなかが空くと，海辺へ行って釣りを

始めます。大きな魚が 1匹釣れました。これならおなかがいっぱいになると納

得したあなたは，あなたが拠点としている場所に戻って火を起こし，魚を焼い

て食べました。
　経済とは，ものを生産してみんなに配って消費する営み，およびその仕組み

のことです。この島にはあなた 1人しかいませんので，あなたは自分で魚を

釣ってきて，自分に配って自分で食べました。このように，生産する人と消費

する人が一致することを自給自足といいます。

分　　業

　1人暮らしに慣れた頃，新たに 9人が島に漂着しました。あなたを含む 10

人は，どのように暮らしていくでしょうか。

　「別々に暮らしていきましょう。解散」といって，10人が島のさまざまな場

所に散って，あたかも島に自分しかいないかのような生活をすることもできま

す。しかし，性格がよほど合わない場合を除いては，10人で共同生活をする

ほうがよいでしょう。なぜなら，分業の利益が得られるからです。分業とは，

さまざまな仕事をすべて 1人でするのではなく，それぞれの仕事に担当者を決

めて，各人は 1つの仕事に専念することをいいます。たとえば，魚を釣ってく

るのであれば，あなた 1人が食べるぶんだけ釣ってくるのでなく，「今から魚
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を釣りに行くので，食べたい人は手を挙げてください」と呼びかけて，食べた

い人たちのぶんまで釣ってくるわけです。あなたの呼びかけに，9人全員が手

を挙げたとしましょう。食べたい人たちがそれぞれ自分で自分のぶんだけ釣り

に行くなら，あなたを含む 10人がそれぞれ海辺まで足を運ばなければなりま

せん。1匹釣れて，もう少し糸を垂らしておけばもっと釣れるのに，そうする

ことなく戻ってきます。それよりも，1人が 10人ぶん釣りをして，その間に

ほかの 9人には別の作業をしてもらったほうが，効率がよさそうです。狩りに

行く人，畑を耕す人，衣服を編む人，木を切り出して家を建てる人など，1人

が釣りをしている間にいろいろなことができます。1つの仕事に専念できれば，

その仕事に必要な技術も向上するでしょう。

計 画 経 済

　島にあなた 1人しかいなくても，10人いても，おなかが空いて魚を食べた

いという欲求に合わせて魚を釣ってくるという点では共通しています。これを

1つの国という大きな単位で行うと，計画経済と呼ばれる体制となります。た

だし，たとえば国民が 1億人いた場合，魚を釣りに行こうとする人がそのたび

に「今から魚を釣りに行くので，食べたい人は手を挙げてください」といって，

9999万 9999人にいっせいに手を挙げさせるというのは無理な話です。人数が

多い場合には，全体を取り仕切る組織が必要になります。その組織（政府と呼

びましょう）が，国民 1人ひとりに手を挙げさせる代わりに，今後何年の間に

国民全体として何がどれだけ必要かを計算して，各生産主体（農場，工場，その

他）に対して何をいつまでにどれだけ作るかを指示します。そして，作られた

ものを政府が回収して，国民 1人ひとりに等しく配ります。

　このような経済の営み方は，かつて存在したソビエト連邦という国で採用さ

れていました。いまの私たちにはなじみのない営み方ですが，無人島に 1人し

かいない状態から人数を増やしていくと行き着くという意味で，実は計画経済

は「自然な」経済であるともいえます。

計画経済の崩壊

　計画経済では，作られたものを政府が回収して国民 1人ひとりに等しく配り

ますので，貧富の差が生まれません（生まれないはずでした）。そのため，資本
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家階級と労働者階級の間で貧富の差が広がっていたかつての資本主義諸国の中

には，計画経済にあこがれる労働者たちもいました。しかし，結局ソビエト連

邦の計画経済は立ち行かなくなり，市場経済に移行するとともに，ソビエト連

邦という国はロシアをはじめとする国々に分裂してしまいました。何が問題

だったのでしょうか。

■インセンティブの問題　　経済学の視点からは，働くインセンティブ（動機づ

け）が問題だったとされています。計画経済では，みんなが作ったものを政府

が回収してみんなに配るわけですが，自分がよいものをたくさん作っても，す

べて回収されて，あまり作らなかった人たちを含めた全員に等しく配られます

ので，よいものをたくさん作ろうという気持ちがくじかれてしまいます。計画

経済がうまく機能するためには，国民 1人ひとりに「すべて回収されてしまう

けれど，みんなのために頑張って作ろう」という高い公共心が求められるので

す。

■計画経済を維持するために　　すべて回収されるにもかかわらず頑張って作ろ

うと思ってもらうためには，公共心を育む学校教育が必要ですし，それでも頑

張らない人はみつけ出して罰するという負のインセンティブを与えなければな

りません。そのため，警察組織が肥大化します。なかなかみんなが頑張って作

ろうとしないため，みんなに配られるものも低品質で少量となり，苦しい生活

を強いられます。みんなが作ったものを回収した政府の役人たちが，それらを

懐に入れてしまうという汚職の問題も発生し，国民に配られる量がさらに減り

ます。その一方で，資本主義諸国では高品質のものが大量生産されて人々がそ

れを享受しているという情報が伝わってくると，国民から国の体制に対する不

満が出てきます。それを防ぐために，今度は情報統制をする必要が生じてきま

す。計画経済を維持するために，経済以外の分野でもさまざまな対策が必要に

なってくるのです。

市 場 経 済

　計画経済がインセンティブの面からうまく機能しにくいのであれば，ほかに

方法はないのでしょうか。あります。資本主義諸国で採用されており，私たち
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が慣れ親しんでいる市場経済です。市場経済では，政府が国民に何をどれだけ

作れと指示することはありません。作りたい人が作りたいものを作りたいだけ

作ればよいのです。ただし，作りたければ作ればよいといわれても，何を作っ

たらよいのかがわかりませんし，そもそも自分に得にならない限り作ろうとは

しないでしょう。

■価格の役割　　何をどれだけ作るかを決めるための手がかりとなるのが価格

です。高い価格が付いているものは，作って売れば儲かりますので，各生産主

体はそれを作ろうとします。市場経済では，作ったものが政府に回収されてし

まうのでなく，作った人がその価格で売って，儲けを自分のものにできるので

す。一方，低い価格が付いているものなら，作って売っても儲かりませんので，

作る量を減らすか，作るのをやめてしまうでしょう。

　同じことを消費する側から眺めると，みんなが欲しい（けれど足りない）もの

には高い価格が付き，あまり欲しくない（ため余っている）ものには低い価格が

付きます。したがって，作る側と消費する側をあわせると，みんなが欲しいけ

れど足りないものには高い価格が付き，価格が高いなら作って売れば儲かりま

すので，各生産主体は作ろうとします。一方，みんながあまり欲しくないため

余っているものには低い価格が付き，価格が低いなら儲かりませんので，各生

産主体は作ろうとしません。

　このように，価格を媒介として，足りないものが作られ，余っているものは

作られないという生産調整が実現されます。みんなが欲しいか欲しくないかに

応じた生産量の調整が，政府に指示されたからという理由で仕方なく行われる

のではなく，自分が儲かるからという正のインセンティブを持つ生産主体に

よって自主的に行われるのです。

　市場経済では，生産量の調整に加えて，その逆の向きの調整，すなわち消費

量の調整も働きます。各生産主体が作りすぎてしまったものは，余りますので

低い価格が付き，価格が低いならみんなが買って消費しようとします。反対に，

たくさん作るのが難しいものは，それをみんなが欲しがるなら，足りませんの

で高い価格が付き，価格が高いなら買おうとする人が減ります。価格の上下に

伴う生産・消費の両面での調整が働く結果，欲しいものが欲しいだけ作られ，

作られただけみんなが欲しがるという理想的な状態が実現されます。
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c h e c k p o i n t  2c h e c k p o i n t  2
□ 経済とは，ものを生産してみんなに配って消費する営み，およびその仕組
みのことです。

□ 計画経済では，人々が懸命に働く動機づけがうまくできなかったことが問
題だったとされています。

□ 市場経済では，人々が価格を見ながら行動します。その価格の変動を通じ
て，買いたい量だけ作られ，作った量だけ買いたい人が現れるという状態
が実現されます。

3　本書で学ぶこと

　本書は，大きく分けて 3つの部から構成されます。以下では順に，各部で扱

われるテーマを紹介します。

第1部　市場と効率性の視点

　市場経済はよくできた仕組みに思えますが，残念ながらどのような状況でも

うまく機能するわけではありません。本書の第 1部では，市場がどのようなと

きにうまく機能して，どのようなときにうまく機能しないのかを学びます。う

まく機能するときには政府の出番はありませんが，うまく機能しないときには

政府が市場に介入して対処する必要があります。そのときどのように対処すれ

ばよいかを学びます。

　第 1部の各章の内容を把握しておきましょう。第 2章の前半では，まず経済

学の考え方を学びます。経済学では，複雑な現実をそのまま分析するのでなく，

単純化して表現したうえで，その単純化された世界で何がどのような仕組みで

起こるかを分析し，その分析結果から複雑な現実に対して何がいえるかを考え

ます。また，制度や政策の良し悪しは，そのもとで生み出される人々の喜び
（金額で表現します）から，それを生み出すのにかかった費用を差し引いた額
（これを社会的余剰，または総余剰と呼びます）の大きさによって判定します。市

場での取引に関わる制度や政策であれば，できるだけ安く生産するとともに，

できるだけ大きな消費の喜びを生むことを目指します。そして，その市場から
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生み出されうる最大限の社会的余剰が実際にも生み出されているとき，その市

場はうまく機能していると判定します。第 2章の後半では，市場において相場

がいかに形成されるかを理解したうえで，全員が相場に従ってどれだけ売買す

るかを決めるなら，その市場で生み出される社会的余剰は最大になることを学

びます。

　第 3章では，どのような場合に市場がうまく機能しないかを学びます。①相

場に影響を与えることができる売り手または買い手がいる場合（市場が企業 1

社によって独占されているなど），②各企業の生産活動や各消費者の消費活動が他

の人たちにプラスまたはマイナスの影響を与える場合（生産に伴って大気汚染が

発生するなど），③商品について一部の人たちが知っていて他の人たちが知らな

い情報が存在する場合（中古車の品質を売り手はわかっているものの買い手にはわか

らないなど），④そもそも市場が存在しない場合（騒音を出す権利を隣の住人とそ

の都度売買するのは難しいですし，高速道路などは建設費が高すぎて作ろうとする企業

が現れません）を順に見ていきます。それぞれの場合に，政府はどのように対

処すればよいかが議論されます。

　第 4章では，第 3章までとは異なる性質を持つ商品を対象とします。第 3章

までの議論は，市場で取引される商品が次の 2つの性質を満たすことを前提と

しています。1つは，お金を払わない人が消費するのを阻止することができる

という性質です。お金を払わない人も消費できてしまうのなら，誰もお金を

払って買おうとはしないでしょう。誰もお金を払ってくれないのであれば，企

業も作るのをやめてしまうでしょう。もう 1つは，誰かがそれを消費すれば，

他の人はそれを消費できないという性質です。食べ物などは，誰かが食べてし

まえば，他の人がそれを食べることはできません。一方，テレビ放送などは，

誰かが番組を観ているからといって，他の人が同じ番組を観られなくなること

はありません。同時に何人もの人たちが消費できるものであれば，できるだけ

多くの人に消費してもらったほうが社会的余剰が大きくなります。これらの一

方または両方の性質を満たさない商品は，市場で自由に取引させても望ましい

取引量が実現されません。第 4章では，望ましい取引量を実現するには，政府

はどのように対処すればよいかが議論されます。
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第2部　政府の役割と失敗

　どのように対処すればよいかがわかっていたとしても，政府は必ずしもふさ

わしい対策を講じないかもしれません。なぜなら，議会もまたそれぞれの私的

な利害を持った政治家たちの集まりだからです。議会で決められる政策は，必

ずしも社会全体にとって望ましい政策とは一致しないかもしれません。さらに

は，官僚や利益団体など政治家以外の人や組織も，政策の決定や実行に影響を

与えようとするかもしれません。第 2部では，そのような中で望ましい政策が

選ばれるのはなかなか難しいこと，および政策がどのように歪められやすいの

かを学びます。

　第 5章では，みんなで多数決によって何かを選ぼうとすると，社会的余剰が

最大にならない選択肢が容易に選ばれてしまうことが指摘されます。そこで，

社会的余剰最大化に代わって，「他のどの選択肢と 1対 1で比べても過半数の

人たちから好まれる選択肢が選ばれること」という基準を設けて，さまざまな

投票のルールがこの基準を満たすか否かを検討します。そして，この基準です

らなかなか満たされないことが明らかにされます。より一般的には，みんなで

何かを選ぶ際，満たすべきと思われるいくつかの基準をすべて満たすような理

想的なルールは存在しないことがわかっています。みんなで何かを選ぶことの

難しさを理解します。

　第 6章の前半では，みんなで政治家を選んで，政治家が政策を決めるという

間接民主制のもとで生じる問題を学びます。みんなで直接何かを選ぶことすら

難しいことが第 5章で明らかにされますが，間接民主制のもとではさらなる難

しさが加わるのです。

　後半では，政治家を選ぶためのさまざまな選挙制度を紹介したうえで，日本

の選挙の問題点を議論します。何人の有権者たちで 1人の議員を国会に送り出

しているかを選挙区ごとに計算すると，一番多い選挙区では一番少ない選挙区

に比べて，衆議院議員総選挙で約 2.1倍，参議院議員通常選挙で約 4.8倍とな

ります。この議員 1人当たり人口の違いに加えて，都市と地方の年齢構成の違

い，世代別の投票率の違い，および国全体の少子高齢化などが，国民全員の声

が一様に反映される選挙結果を生みにくくしています。私たちは，政治家に

よってどのような政策が推し進められるかを注視するとともに，その背景とし
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て，政治家を選ぶ仕組みがどのような性質を持っているかをふまえておく必要

があるでしょう。

　選挙に加えて，選挙のあとにも政策に影響を与える活動が行われます。選挙

後に焦点を当てるのが第 7章の前半です。各省庁の官僚が大きな予算を獲得し

ようとしたり，ある政策が実施されると損をする人たちがその政策の中止を政

治家に働きかけたりすると，社会的余剰を最大にする政策が実施されにくくな

ります。

　後半では，地方政府（都道府県や市町村）による地域政策の決定のされ方につ

いて学びます。地方政府の意思決定の難しいところは，自分の地域で住環境を

保護する規制を行うと，規制の緩い他の地域に工場などが出て行ってしまうな

ど，互いの政策が互いに影響を及ぼし合う関係に置かれていることです。規制

の基準を緩め合うとどの地域にとっても悪い状態に陥る場合には，中央政府
（国）が国全体として同じ基準を定めることによって対処します。

第3部　再分配政策

　第 2部までは，商品を生み出すときにどれだけ社会的余剰を大きくできるか

という観点から議論が構築されますが，第 3部では，生み出された所得や生み

出すのにかかった費用を人々の間で分け合うときに生じる問題を議論します。

同世代の間で所得をどの程度までどのような方法で再分配するか，年金制度を

維持していくうえで現役世代の年金保険料負担と退職世代の年金給付額のバラ

ンスをどうとるかなどの問題は，経済や人口の成長率が停滞する近年において

活発な議論が行われています。これらの問題を第 3部で扱って，本書は締めく

くられます。

　第 8章の前半では，高所得者から低所得者へ所得を再分配することが，社会

的余剰を大きくする働きを持つことを学びます。それは，所得が高く，すでに

たくさんのものを消費している人がさらに消費することから得る喜びよりも，

所得が低く，あまり消費できていない人がもう少し消費できることから得る喜

びのほうが，一般には大きいからです。また，所得が変動する可能性がある場

合には，たくさん消費できる時とできない時とで差が激しいよりも，所得の再

分配を通じて所得が低い時にも一定の消費が確保されるほうが，保険と同様の

効果により，人々の喜びが高まるからでもあります。
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　ただし所得が低くても補助してもらえるのなら，懸命に働く意欲がそがれて

しまいます。そこで後半では，労働の意欲をそがないような公的扶助の給付額

の決め方を考えます。また公的扶助として現金を給付することと現物（特定の

ものにしか換えられない引換券）を給付することのそれぞれの利点を議論します。

　第 9章では，税について学びます。課税は，政府の活動資金を調達するのに

必要ですが，人々のお金を奪うだけでなく，人々の行動も変えてしまうことに

注意が必要です。所得に課税されると，労働時間を減らそうとする人たちが出

てきます。消費に課税されると，多くの人たちが消費を減らします。その結果，

課税されなければもっと多くの取引が行われていたはずのものが取引されなく

なり，社会的余剰の減少を招いてしまいます。したがって，人々の行動に影響

を与えにくい課税の仕方が望まれます。

　第 10章では，年金と国債の問題を考えます。日本の年金制度では，いま働

いて所得を得ている現役世代が保険料を納め，退職した世代がそれを年金とし

て受給します。つまり，世代間で負担を分かち合う仕組みになっていますが，

少子高齢化が進むと，現役世代の保険料によって退職世代の年金給付をまかな

うことが難しくなります。また，国債を発行すると，それで得られた資金はい

ま生きている人たちによって使われ，その返済の一部は将来の世代（いまの若

者やこれから生まれてくる人たち）に回されます。政治家が選挙によって選ばれ

る限り，有権者はいま生きている人たちですから，いま生きている人たちの利

益が優先され，負担が将来の世代へ先送りされがちになります。環境や資源の

問題で「持続可能性」が叫ばれて久しいですが，年金や国家財政についても持

続可能な仕組み作りが急務となっています。

4　経済学の鍵となる概念

　第 2章以降を読み進めるうえで重要な概念を以下で予習しておきましょう。

第 2章以降で頻出するキーワードに加えて，明示的には出てこなくても，議論

の根底にある考え方を象徴するキーワードもおさえておきます。これらのキー

ワードは，経済学が人々や社会のどこに着目するかを教えてくれますので，理

解しておけば，第 2章以降が読みやすくなります。
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